提案公募型委託制度による委託事業
「地域自治組織と学生等若者・NPO等との協働によるモデル事業」企画・実施業務の受託団体　募集案内
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●●●提案公募型委託制度とは
提案公募型委託制度は、行政課題を克服するために、市が課題を提示して市民団体やＮＰＯ法人、企業等の市民公益活動団体から事業の企画提案を募る制度です。応募書類と公開プレゼンテーションに基づいて審査を行い、よりよい企画提案を採用します。

この制度の特徴は、市民公益活動団体の持つノウハウや技術、専門性等を最大限に活かすために、委託内容の詳細な事項を採用された団体と市が協議して作成することにあります。

●●●応募から委託事業の終了までの流れ
	5月　8日（金）
	募集説明会

	5月14日（木）
	質問の締切り

	6月  5日（金）
	応募締切り

	6月 24日（水）14時～
	公開プレゼンテーションと審査

	6月下旬
	審査結果の通知

	7月初旬～下旬
	仕様の協議、契約の締結

	8月～3月
	事業実施

	2月～3月
	分析・報告書提出


●●●お問合せ先・応募のあて先
豊中市　市民協働部　コミュニティ政策課
〒561-8501豊中市中桜塚3-1-1（豊中市役所第一庁舎５階）
電話06-6858-2727　ファクス06-6846-6003

メールcommunity@city.toyonaka.osaka.jp
「地域自治組織と学生等若者・NPO等との協働によるモデル事業」
企画・実施業務受託団体　募集要領
１．募集の趣旨

豊中市では、平成24年4月に地域自治推進条例を施行し、地域の住民・団体・市が協力して、よりよい地域づくりを進めるために必要な仕組みを整え、地域コミュニティの活性化と地域自治の実現をめざし取組みを進めています。

本業務は、校区単位で取組みが進みつつある地域自治組織において、地域コミュニティのさらなる活性化に向けて、既存の地域諸団体の連携・協力した取組みに加え、地域自治組織と学生等若者による事業の企画及び運営や、NPO等との相互理解を図り協働する取組みを試行的に実施し、住民が地域の活動に参加しやすい環境を整えることを目的とします。

本業務を通して、今後拡がる地域自治組織の活動への支援やNPO等の市民公益活動の発展につなげていくために、提案公募型委託制度を活用して企画提案を募り、受託団体を決定したいと考えます。

市民公益活動団体のみなさんが持つ特性や専門性、活動経験等を活かした企画提案を期待しています。

２．応募要件

次の①～④の要件をすべて満たす団体とします。法人格の有無を問いません。
①　市民公益活動を行っていること。
②　暴力団でないこと、暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団体でないこと。
③　「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」に規定する処分を受けている団体またはその構成員の統制の下にある団体でないこと。
④　募集説明会に参加していること。
３．募集業務の内容
（1）業務名
　　　「地域自治組織と学生等若者・NPO等との協働によるモデル事業」企画・実施業務

（２）業務内容
　　採択した提案を基に事業の内容及び方法を協議し実施します。

　以下は想定する業務内容です。

①　地域自治組織と学生等若者、NPO等の協働した取組みの事業企画及び事業実施に関するコーディネート

　　②　地域住民、学生等若者、NPO等の意識の把握
③　①、②を踏まえた報告書の作成

（３）提案を求める内容

市は、この業務を通じて、地域自治組織の活動への支援やNPO等の市民公益活動の発展につなげていくことを考えています。また、地域活動の担い手として、地域の住民、特に学生等の若い世代の人が、地域活動に参加・参画し、活動への達成感を経験することで、持続可能な地域活動につなげていくことができるような企画提案を求めます。


（４）協働した取組み（（２）の業務内容を基に想定する市と受託団体の役割分担）

①受託団体の役割について
・企画会議の資料作成
・学生及びNPO等市民団体との調整

・地域自治組織と学生等若者・NPO等市民活動団体との協働事業の企画とコーディネート

・意識調査の検討(設計)及び実施

・事業実施後の分析及び報告書の作成
②市の役割について
・地域自治組織の活動状況の把握

・事業実施にともなう地域自治組織との調整
・事業の実施場所の調整及び地域住民への周知
・学生等若者との調整及び大学への働きかけ
・意識調査の実施
③その他、定めのない事項については、両者で協議を行い決定していきます。
○平成28年（2016年）3月上旬に、報告書5部とデータを市にご提出ください。

（５）進め方

○受託団体と市が、事業内容や進捗状況等について、随時、企画・運営会議を実施し、情報共有しながら進めます。

○受託団体は、委託業務の実施にあたっては、豊中市個人情報保護条例、同条例施行規則を遵守してください。
○委託業務期間及び終了後も、業務で知り得た情報については守秘義務を遵守してください。
４．契約期間
契約締結日（平成2７年（2015年）７月下旬を予定）から
平成2８年（2016年）3月31日まで
５．契約金額（上限額）
○上限額3,000,000円（消費税及び地方消費税相当額を含む）
○委託料の支払方法は口座振替とします。
○支払時期は、報告書とデータの確認終了後とします。
６．契約保証金
　　契約金額（税込み）の５％以上の金額を市に納付してください。なお、市を被保険者とする履行保証保険契約の締結等で契約保証金の納付に代えることができます。
７．応募書類
次の書類をすべて提出してください。様式は市ホームページからダウンロードできます。
（１）応募書（様式第1号）
（２）企画書（様式第2号）
事業の基本コンセプト、地域自治組織と協働した取組みの内容、意識調査の設計内容、事業全体の分析方法、実施体制、実施スケジュールを記載。
（３）必要経費内訳書（様式第3号）
（４）添付資料（様式なし。既存の書類で可）
1 今年度の全事業の計画書、予算書

2 前年度の事業報告書、活動（収支）決算書
3 定款または会則等

4 役員名簿（役職名、名前、住所を記載）
5 活動内容が分かる公表されているもの（会報、過去の調査報告書等、1～2種類）
８．質問の受付

○募集要領等に関し質問がある場合は、平成27年（2015年）5月14日（木）17時までに、書面（郵送、ファクス、メール）で豊中市コミュニティ政策課にご提出ください。

　※書面を発送されたことを、コミュニティ政策課に電話でご連絡してください。
○質問内容と回答は、募集説明会に参加したすべての団体にお送りします。

９．応募方法

○応募書類一式を持参、郵送、メールにて１部ご提出ください。（ファクス不可）
・持参の場合は、月曜～金曜日、9時～17時にお越しください。

・郵送、メールの場合は、必ずコミュニティ政策課に発送したことを電話でご連絡してください。

○応募書類は返却しません。応募書類の作成・提出にかかる費用は、応募者の負担とします。

応募締切り：平成２７年（２０１５年）６月５日（金）　１７時必着

提出先　　　：豊中市　市民協働部　コミュニティ政策課（１ページ参照）
１０．審査
（１）審査方法

○応募団体には、公開の場で、提案内容についてプレゼンテーションし、審査員の質問にお答えいただきます（プレゼンテーションは10分程度。実施の順番は、当日、抽選により決定）。
○審査員が、審査基準に基づいて応募書類とプレゼンテーションを総合的に審査します。
委託額の安さを競うものではありません。
○審査員の採点結果を平均し、最も点数の高い応募団体を採用します。
ただし、点数が15点以下の場合は、不採用とします。

○審査結果は、すべての応募団体に文書で通知します。
○審査は、市職員で構成する審査委員会を設置し行います。
（２）公開プレゼンテーション

日時：平成27年（2015年）6月24日（水）13時30分集合
※欠席の場合は、応募を取り下げたものとみなします。

場所：豊中市役所議会棟２階大会議室（豊中市中桜塚3丁目1番1号）を予定
進行：応募締切り後、応募団体に詳細をお知らせします。
（３）審査基準と配点
	実効性
	事業の目的を達成できる事業内容であるか。
	3点×2

	
	地域の課題解決に向けて、効果が期待できる提案になっているか。
	3点×2

	実現性
	業務が確実に遂行できる実績、実施体制があるか。
	3点×2

	
	提案者が実行可能な方法や予算で立案されているか。
	3点×2

	独創性
	提案者の専門性や、ネットワーク、業務経験等を活かした 提案となっているか。
	3点

	公開性
	提案者の組織運営や事業について、透明性、公開性が高いか。
	3点


１１．提案団体の失格
次のいずれかに該当する場合は失格とします。

　・上記2．応募要件に抵触するに至ったとき

　・提案書類において虚偽の内容を記載したとき

　・公開プレゼンテーションに欠席したとき

　・一団体で複数の提案をしたとき

　・提案に関して談合等の不正行為があったとき
　・審査の公平性を害する行為があったとき

　・前各号に定めるもののほか、企画提案にあたり著しく審議に反する行為等により、審査委員会が失格であると認めたとき

１２．仕様書の作成と委託契約の締結
提案が採用された団体と市は、企画提案に基づいて協議をおこない、委託業務の仕様書を作成し、契約を締結します。
１３．情報公開
応募書類一式は、公開プレゼンテーションにて閲覧用の資料とします。

また、応募書類（様式1～3）、審査結果、委託金額、委託期間、委託内容などについては、市ホームページなどで公表します。
平成２7年（２０１5年）5月8日

豊中市市民協働部コミュニティ政策課
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写真左：魅力発見・


まちあるき


写真下：夏祭り
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写真上・右：


防災訓練（バンブーハウスづくり）
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「市民公益活動」とは？


市民公益活動とは、自発的・自主的に行われる活動であって、市民その他の不特定多数の者の利益の増進に寄与することを目的とする活動のことをいいます。ただし、営利活動、宗教布教、政治活動、選挙活動を主たる目的とするものは除きます。


市民公益活動に取り組む団体を、「市民公益活動団体」といいます。








≪参考≫


　■地域自治組織の現状


　　①地域自治組織の設立状況（５校区）


　　　東丘小学校区（新千里東町）、北丘小学校区（新千里北町）、小曽根小学校区（小曽根）


　　　刀根山小学校区（刀根山）、南桜塚小学校区（南桜塚）


　　②地域の課題等ついて


　　・地域活動に若者の参加・参画が見られない（＝活動の担い手不足）。


・子育て世代（乳幼児含む）の交流、世代間の交流の機会が少ない。


・地域活動に参加する住民の減少（引越しされてきた人との交流がない、地域活動に無関心）。


・少子高齢化にともない、高齢者の孤立化　など


　　　※各々の地域自治組織の課題等については、別添資料を参照してください。


　■地域自治組織への支援状況（豊中市の状況）


　　①支援の状況


　　　・地域自治組織の活動への助成及び担当職員の助言


　　　・校区別統計データなど行政情報の提供　など


　　②支援にあたっての行政の課題


　　　・市民公益活動団体や学生等との連携・協力した取組みの経験不足


・事業の企画実施にあたって、コーディネーターやファシリテーターの経験不足


　








3

